










目的 

わが国の現在の委託育児の種類については,前回の報告書 141頁に記述したが,この分類の

是非はともかく委託育児は幼児期の子どもを対象として集中しており,乳幼児期は母子関

係や人間形成の上で重要な時期と考えられている。 

委託育児の代表的なものが認可保育所であるが,これは児童福祉法にもとずいて戦後急増

していったもので,地域による事情の違いが甚しくなっており,社会一般の人々はこの保育

事情を正当に認識しているとはいえないように思うのである。56 年 9 月行管庁は6割の保

育所が定員割れを生じており,4 割近くの保育児が保育に欠ける状態があいまいなまま入

所しており,さらに入所児の保護者の半数は幼稚園と同じ役割を期待して,保育所に子ども

を預けていることが判明したことを 2)指摘したのである。、また 51 年にすでに保育所は裕

福者のものになったと指摘した,保育所経営者もいるのである。東京 23区内の保育所の零

才児保育の経費は月額 20 万円を越えるようになり,入所できるのは常勤雇用の安定した職

種の共働き家庭児で,片親家庭などの夕方から働きに出なければならない母親の子どもが,

平均月額 32,500 円といった低廉な保育経費)の保育条件のベビーホテルに頼らざるを得な

いのである。 

加藤は育児の講義をした日本女子大の学生に,保育所に対する国の施策として今後何をの

ぞむかといったことを,試験問題の中で書いてもらってみたのであるが,次代の子育てをに

ない,これからの日本の社会一般のコンセンサスの基盤をきずいて行ってくれるであろう,

学生たちの保育事情の認識の低さには,驚嘆させられるばかりなのである。 

本研究班はこれからのわが国の子育ての方向づけの原動力となるであろう,社会一般の委

託育児についての評価や認識の状態を把握しておきたいと考え,調査に取りくんだ次第で

ある。 


